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１ 関連法令 

男女共同参画社会基本法 

（平成十一年六月二十三日法律第七十八号） 

最終改正：平成十一年十二月二十二日法律第百六十号 

目次 

前文 

第一章  総則（第一条－第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に

関する基本的施策（第十三条－第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条－

第二十八条） 

附則 
 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重

と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に

向けた様々な取組が、国際社会における取組と

も連動しつつ、着実に進められてきたが、なお

一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成

熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に

対応していく上で、男女が、互いにその人権を

尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわり

なく、その個性と能力を十分に発揮することが

できる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題

となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社

会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定す

る最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野

において、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の推進を図っていくことが重要であ

る。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての

基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来

に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共

同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ

計画的に推進するため、この法律を制定する。 
 

第一章 総則 
 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、

かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か

で活力ある社会を実現することの緊要性に

かんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、

基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及

び国民の責務を明らかにするとともに、男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共

同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推

進することを目的とする。 
 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会

の対等な構成員として、自らの意思によっ

て社会のあらゆる分野における活動に参

画する機会が確保され、もって男女が均等

に政治的、経済的、社会的及び文化的利益

を享受することができ、かつ、共に責任を

担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会

に係る男女間の格差を改善するため必要

な範囲内において、男女のいずれか一方に

対し、当該機会を積極的に提供することを

いう。 
 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個

人としての尊厳が重んぜられること、男女が

性別による差別的取扱いを受けないこと、男

女が個人として能力を発揮する機会が確保

されることその他の男女の人権が尊重され

ることを旨として、行われなければならない。 
 

（社会における制度又は慣行についての配

慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たって

は、社会における制度又は慣行が、性別によ

る固定的な役割分担等を反映して、男女の社

会における活動の選択に対して中立でない

影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会

の形成を阻害する要因となるおそれがある



89 

ことにかんがみ、社会における制度又は慣行

が男女の社会における活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとする

ように配慮されなければならない。 
 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、

社会の対等な構成員として、国若しくは地方

公共団体における政策又は民間の団体にお

ける方針の立案及び決定に共同して参画す

る機会が確保されることを旨として、行われ

なければならない。 
 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構

成する男女が、相互の協力と社会の支援の下

に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活

における活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の

活動を行うことができるようにすることを

旨として、行われなければならない。 
 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国

際社会における取組と密接な関係を有して

いることにかんがみ、男女共同参画社会の形

成は、国際的協調の下に行われなければなら

ない。 
 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男

女共同参画社会の形成についての基本理念

（以下「基本理念」という。）にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を

総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 
 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の

施策に準じた施策及びその他のその地方公

共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 
 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その

他の社会のあらゆる分野において、基本理念

にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与

するように努めなければならない。 
 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を実施するため必要な法

制上又は財政上の措置その他の措置を講じ

なければならない。 
 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参

画社会の形成の状況及び政府が講じた男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策に

ついての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同

参画社会の形成の状況を考慮して講じよう

とする男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を明らかにした文書を作成し、これ

を国会に提出しなければならない。 
 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的施策 
 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、男女共同参画社会の形成の促

進に関する基本的な計画（以下「男女共同参

画基本計画」という。）を定めなければなら

ない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

 一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の大

綱 

 二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見

を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成

し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の

決定があったときは、遅滞なく、男女共同参

画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の

変更について準用する。 
 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画

を勘案して、当該都道府県の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策

についての基本的な計画（以下「都道府県男

女共同参画計画」という。）を定めなければ
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ならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる

事項について定めるものとする。 

 一 都道府県の区域において総合的かつ長

期的に講ずべき男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の大綱 

 二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区

域における男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道

府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町

村の区域における男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同

参画計画又は市町村男女共同参画計画を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 
 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参

画社会の形成に影響を及ぼすと認められる

施策を策定し、及び実施するに当たっては、

男女共同参画社会の形成に配慮しなければ

ならない。 
 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等

を通じて、基本理念に関する国民の理解を深

めるよう適切な措置を講じなければならな

い。 
 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策又は男女共

同参画社会の形成に影響を及ぼすと認めら

れる施策についての苦情の処理のために必

要な措置及び性別による差別的取扱いその

他の男女共同参画社会の形成を阻害する要

因によって人権が侵害された場合における

被害者の救済を図るために必要な措置を講

じなければならない。 
 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が

男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関

する調査研究その他の男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の策定に必要な調

査研究を推進するように努めるものとする。 
 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国

際的協調の下に促進するため、外国政府又は

国際機関との情報の交換その他男女共同参

画社会の形成に関する国際的な相互協力の

円滑な推進を図るために必要な措置を講ず

るように努めるものとする。 
 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支

援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策及

び民間の団体が男女共同参画社会の形成の

促進に関して行う活動を支援するため、情報

の提供その他の必要な措置を講ずるように

努めるものとする。 
 

第三章 男女共同参画会議 
 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以

下「会議」という。）を置く。 
 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさ

どる。 

 一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条

第三項に規定する事項を処理すること。 

 二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣

又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参

画社会の形成の促進に関する基本的な方

針、基本的な政策及び重要事項を調査審議

すること。 

 三 前二号に規定する事項に関し、調査審議

し、必要があると認めるときは、内閣総理

大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べる

こと。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の実施状況を監視

し、及び政府の施策が男女共同参画社会の

形成に及ぼす影響を調査し、必要があると

認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大

臣に対し、意見を述べること。 
 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以

内をもって組織する。 
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（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充

てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 
 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充

てる。 

 一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちか

ら、内閣総理大臣が指定する者 

 二 男女共同参画社会の形成に関し優れた

識見を有する者のうちから、内閣総理大臣

が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する

議員の総数の十分の五未満であってはなら

ない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれ

か一方の議員の数は、同号に規定する議員の

総数の十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 
 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期

は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されるこ

とができる。 
 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行する

ために必要があると認めるときは、関係行政

機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料

その他の資料の提出、意見の開陳、説明その

他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特

に必要があると認めるときは、前項に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼

することができる。 
 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議

の組織及び議員その他の職員その他会議に

関し必要な事項は、政令で定める。 
 

附 則（平成十一年六月二十三日法律第七十八

号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 
 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年

法律第七号）は、廃止する。 
 

附 則（平成十一年七月十六日法律第百二号） 

抄 
 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する

法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 略 

 二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条

第三項、第二十三条、第二十八条並びに第

三十条の規定 公布の日 
 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日にお

いて次に掲げる従前の審議会その他の機関

の会長、委員その他の職員である者（任期の

定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、

委員その他の職員の任期を定めたそれぞれ

の法律の規定にかかわらず、その日に満了す

る。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 
 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要となる

経過措置は、別に法律で定める。 
 

附 則（平成十一年十二月二十二日法律第百六

十号） 抄 
 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）

は、平成十三年一月六日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

（以下略） 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成二十七年九月四日法律第六十四号） 

最終改正：平成二十九年三月三十一日法律第十四号 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七

条） 

第二節 一般事業主行動計画（第八条―

第十四条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十五条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の

公表（第十六条・第十七条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推

進するための支援措置（第十八条―第二十

五条） 

第五章 雑則（第二十六条―第二十八条） 

第六章 罰則（第二十九条―第三十四条） 

附則 
 

第一章 総則 
 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によっ

て職業生活を営み、又は営もうとする女性が

その個性と能力を十分に発揮して職業生活

において活躍すること（以下「女性の職業生

活における活躍」という。）が一層重要となっ

ていることに鑑み、男女共同参画社会基本法

（平成十一年法律第七十八号）の基本理念に

のっとり、女性の職業生活における活躍の推

進について、その基本原則を定め、並びに国、

地方公共団体及び事業主の責務を明らかに

するとともに、基本方針及び事業主の行動計

画の策定、女性の職業生活における活躍を推

進するための支援措置等について定めるこ

とにより、女性の職業生活における活躍を迅

速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が

尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、

国民の需要の多様化その他の社会経済情勢

の変化に対応できる豊かで活力ある社会を

実現することを目的とする。 
 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進

は、職業生活における活躍に係る男女間の格

差の実情を踏まえ、自らの意思によって職業

生活を営み、又は営もうとする女性に対する

採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の

変更その他の職業生活に関する機会の積極

的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別に

よる固定的な役割分担等を反映した職場に

おける慣行が女性の職業生活における活躍

に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と

能力が十分に発揮できるようにすることを

旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職

業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、

介護その他の家庭生活に関する事由により

やむを得ず退職することが多いことその他

の家庭生活に関する事由が職業生活に与え

る影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男

女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の

下に、育児、介護その他の家庭生活における

活動について家族の一員としての役割を円

滑に果たしつつ職業生活における活動を行

うために必要な環境の整備等により、男女の

職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な

両立が可能となることを旨として、行われな

ければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当

たっては、女性の職業生活と家庭生活との両

立に関し、本人の意思が尊重されるべきもの

であることに留意されなければならない。 
 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める

女性の職業生活における活躍の推進につい

ての基本原則（次条及び第五条第一項におい

て「基本原則」という。）にのっとり、女性

の職業生活における活躍の推進に関して必

要な施策を策定し、及びこれを実施しなけれ

ばならない。 
 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その
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雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に

対する職業生活に関する機会の積極的な提

供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活と

の両立に資する雇用環境の整備その他の女

性の職業生活における活躍の推進に関する

取組を自ら実施するよう努めるとともに、国

又は地方公共団体が実施する女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策に協力

しなければならない。 
 

第二章 基本方針等 
 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の

職業生活における活躍の推進に関する施策

を総合的かつ一体的に実施するため、女性の

職業生活における活躍の推進に関する基本

方針（以下「基本方針」という。）を定めな

ければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に

関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組に関する

基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るた

めに必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業

生活における活躍を推進するために必要

な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の

決定があったときは、遅滞なく、基本方針を

公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について

準用する。 
 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当

該都道府県の区域内における女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策につい

ての計画（以下この条において「都道府県推

進計画」という。）を定めるよう努めるもの

とする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が

定められているときは、基本方針及び都道府

県推進計画）を勘案して、当該市町村の区域

内における女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策についての計画（次項にお

いて「市町村推進計画」という。）を定める

よう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画

又は市町村推進計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 
 

第三章 事業主行動計画等 
 

第一節 事業主行動計画策定指針 
 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務

大臣は、事業主が女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組を総合的かつ効果的

に実施することができるよう、基本方針に即

して、次条第一項に規定する一般事業主行動

計画及び第十五条第一項に規定する特定事

業主行動計画（次項において「事業主行動計

画」と総称する。）の策定に関する指針（以

下「事業主行動計画策定指針」という。）を

定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に

掲げる事項につき、事業主行動計画の指針と

なるべきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的

な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 
 

第二節 一般事業主行動計画 
 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以

下「一般事業主」という。）であって、常時

雇用する労働者の数が三百人を超えるもの
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は、事業主行動計画策定指針に即して、一般

事業主行動計画（一般事業主が実施する女性

の職業生活における活躍の推進に関する取

組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、

厚生労働省令で定めるところにより、厚生労

働大臣に届け出なければならない。これを変

更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施により達成しようとす

る目標 

三 実施しようとする女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組の内容及び

その実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更しようとすると

きは、厚生労働省令で定めるところにより、

採用した労働者に占める女性労働者の割合、

男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、

管理的地位にある労働者に占める女性労働

者の割合その他のその事業における女性の

職業生活における活躍に関する状況を把握

し、女性の職業生活における活躍を推進する

ために改善すべき事情について分析した上

で、その結果を勘案して、これを定めなけれ

ばならない。この場合において、前項第二号

の目標については、採用する労働者に占める

女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差

異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にあ

る労働者に占める女性労働者の割合その他

の数値を用いて定量的に定めなければなら

ない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更したときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これを労

働者に周知させるための措置を講じなけれ

ばならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更したときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これを公

表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画に基づく取組を実施するととも

に、一般事業主行動計画に定められた目標を

達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者

の数が三百人以下のものは、事業主行動計画

策定指針に即して、一般事業主行動計画を定

め、厚生労働省令で定めるところにより、厚

生労働大臣に届け出るよう努めなければな

らない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業

主が一般事業主行動計画を定め、又は変更し

ようとする場合について、第四項から第六項

までの規定は前項に規定する一般事業主が

一般事業主行動計画を定め、又は変更した場

合について、それぞれ準用する。 
 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七

項の規定による届出をした一般事業主から

の申請に基づき、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、当該事業主について、女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組に関

し、当該取組の実施の状況が優良なものであ

ることその他の厚生労働省令で定める基準

に適合するものである旨の認定を行うこと

ができる。 
 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（次条

及び第二十条第一項において「認定一般事業

主」という。）は、商品、役務の提供の用に

供する物、商品又は役務の広告又は取引に用

いる書類若しくは通信その他の厚生労働省

令で定めるもの（次項において「商品等」と

いう。）に厚生労働大臣の定める表示を付す

ることができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、

商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい

表示を付してはならない。 
 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が

次の各号のいずれかに該当するときは、第九

条の認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなく

なったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に

違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受け

たとき。 
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（委託募集の特例等） 

第十二条 承認中小事業主団体の構成員であ

る中小事業主（一般事業主であって、常時雇

用する労働者の数が三百人以下のものをい

う。以下この項及び次項において同じ。）が、

当該承認中小事業主団体をして女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実

施に関し必要な労働者の募集を行わせよう

とする場合において、当該承認中小事業主団

体が当該募集に従事しようとするときは、職

業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）

第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該

構成員である中小事業主については、適用し

ない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主

団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会

その他の特別の法律により設立された組合

若しくはその連合会であって厚生労働省令

で定めるもの又は一般社団法人で中小事業

主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生

労働省令で定める要件に該当するものに限

る。）のうち、その構成員である中小事業主

に対して女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組を実施するための人材確保

に関する相談及び援助を行うものであって、

その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該

相談及び援助を適切に行うための厚生労働

省令で定める基準に適合する旨の承認を

行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前

項に規定する基準に適合しなくなったと認

めるときは、同項の承認を取り消すことがで

きる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する

募集に従事しようとするときは、厚生労働省

令で定めるところにより、募集時期、募集人

員、募集地域その他の労働者の募集に関する

事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労

働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前

項の規定による届出があった場合について、

同法第五条の三第一項及び第三項、第五条の

四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十

八条の三、第四十八条の四、第五十条第一項

及び第二項並びに第五十一条の二の規定は

前項の規定による届出をして労働者の募集

に従事する者について、同法第四十条の規定

は同項の規定による届出をして労働者の募

集に従事する者に対する報酬の供与につい

て、同法第五十条第三項及び第四項の規定は

この項において準用する同条第二項に規定

する職権を行う場合について、それぞれ準用

する。この場合において、同法第三十七条第

二項中「労働者の募集を行おうとする者」と

あるのは「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律第十二条第四項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事しようと

する者」と、同法第四十一条第二項中「当該

労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期

間」とあるのは「期間」と読み替えるものと

する。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十

二条の二の規定の適用については、同法第三

十六条第二項中「前項の」とあるのは「被用

者以外の者をして労働者の募集に従事させ

ようとする者がその被用者以外の者に与え

ようとする」と、同法第四十二条の二中「第

三十九条に規定する募集受託者」とあるのは

「女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律（平成二十七年法律第六十四号）第

十二条第四項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対

し、第二項の相談及び援助の実施状況につい

て報告を求めることができる。 
 

第十三条 公共職業安定所は、前条第四項の規

定による届出をして労働者の募集に従事す

る承認中小事業主団体に対して、雇用情報及

び職業に関する調査研究の成果を提供し、か

つ、これらに基づき当該募集の内容又は方法

について指導することにより、当該募集の効

果的かつ適切な実施を図るものとする。 
 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十四条 国は、第八条第一項若しくは第七項

の規定により一般事業主行動計画を策定し

ようとする一般事業主又はこれらの規定に

よる届出をした一般事業主に対して、一般事

業主行動計画の策定、労働者への周知若しく

は公表又は一般事業主行動計画に基づく措

置が円滑に実施されるように相談その他の

援助の実施に努めるものとする。 
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第三節 特定事業主行動計画 
 

第十五条 国及び地方公共団体の機関、それら

の長又はそれらの職員で政令で定めるもの

（以下「特定事業主」という。）は、政令で

定めるところにより、事業主行動計画策定指

針に即して、特定事業主行動計画（特定事業

主が実施する女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組に関する計画をいう。以

下この条において同じ。）を定めなければな

らない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施により達成しようとす

る目標 

三 実施しようとする女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組の内容及び

その実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更しようとするときは、内閣府令で定

めるところにより、採用した職員に占める女

性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、

勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占

める女性職員の割合その他のその事務及び

事業における女性の職業生活における活躍

に関する状況を把握し、女性の職業生活にお

ける活躍を推進するために改善すべき事情

について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合にお

いて、前項第二号の目標については、採用す

る職員に占める女性職員の割合、男女の継続

勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管

理的地位にある職員に占める女性職員の割

合その他の数値を用いて定量的に定めなけ

ればならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを職員

に周知させるための措置を講じなければな

らない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定

事業主行動計画に基づく取組の実施の状況

を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づ

く取組を実施するとともに、特定事業主行動

計画に定められた目標を達成するよう努め

なければならない。 
 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 
 

（一般事業主による女性の職業選択に資す

る情報の公表） 

第十六条 第八条第一項に規定する一般事業

主は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職

業選択に資するよう、その事業における女性

の職業生活における活躍に関する情報を定

期的に公表しなければならない。 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚

生労働省令で定めるところにより、職業生活

を営み、又は営もうとする女性の職業選択に

資するよう、その事業における女性の職業生

活における活躍に関する情報を定期的に公

表するよう努めなければならない。 
 

（特定事業主による女性の職業選択に資す

る情報の公表） 

第十七条 特定事業主は、内閣府令で定めると

ころにより、職業生活を営み、又は営もうと

する女性の職業選択に資するよう、その事務

及び事業における女性の職業生活における

活躍に関する情報を定期的に公表しなけれ

ばならない。 
 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置 
 

（職業指導等の措置等） 

第十八条 国は、女性の職業生活における活躍

を推進するため、職業指導、職業紹介、職業

訓練、創業の支援その他の必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における

活躍を推進するため、前項の措置と相まって、

職業生活を営み、又は営もうとする女性及び

その家族その他の関係者からの相談に応じ、

関係機関の紹介その他の情報の提供、助言そ

の他の必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係

る事務の一部を、その事務を適切に実施する

ことができるものとして内閣府令で定める
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基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事

する者又は当該事務に従事していた者は、正

当な理由なく、当該事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 
 

（財政上の措置等） 

第十九条 国は、女性の職業生活における活躍

の推進に関する地方公共団体の施策を支援

するために必要な財政上の措置その他の措

置を講ずるよう努めるものとする。 
 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十条 国は、女性の職業生活における活躍

の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振

興開発金融公庫その他の特別の法律によっ

て設立された法人であって政令で定めるも

のをいう。）の役務又は物件の調達に関し、

予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事

業主その他の女性の職業生活における活躍

に関する状況又は女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組の実施の状況が優

良な一般事業主（次項において「認定一般事

業主等」という。）の受注の機会の増大その

他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定

一般事業主等の受注の機会の増大その他の

必要な施策を実施するように努めるものと

する。 
 

（啓発活動） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、女性の職

業生活における活躍の推進について、国民の

関心と理解を深め、かつ、その協力を得ると

ともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に資するよう、国内外

における女性の職業生活における活躍の状

況及び当該取組に関する情報の収集、整理及

び提供を行うものとする。 
 

（協議会） 

第二十三条 当該地方公共団体の区域におい

て女性の職業生活における活躍の推進に関

する事務及び事業を行う国及び地方公共団

体の機関（以下この条において「関係機関」

という。）は、第十八条第一項の規定により

国が講ずる措置及び同条第二項の規定によ

り地方公共団体が講ずる措置に係る事例そ

の他の女性の職業生活における活躍の推進

に有用な情報を活用することにより、当該区

域において女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施

されるようにするため、関係機関により構成

される協議会（以下「協議会」という。）を

組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公

共団体の区域内において第十八条第三項の

規定による事務の委託がされている場合に

は、当該委託を受けた者を協議会の構成員と

して加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要がある

と認めるときは、協議会に次に掲げる者を構

成員として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員

（以下この項において「関係機関等」とい

う。）が相互の連絡を図ることにより、女性

の職業生活における活躍の推進に有用な情

報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図

るとともに、地域の実情に応じた女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組につ

いて協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共

団体は、内閣府令で定めるところにより、そ

の旨を公表しなければならない。 
 

（秘密保持義務） 

第二十四条 協議会の事務に従事する者又は

協議会の事務に従事していた者は、正当な理

由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密

を漏らしてはならない。 
 

（協議会の定める事項） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、協議

会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議

会が定める。 
 

第五章 雑則 
 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第二十六条 厚生労働大臣は、この法律の施行

に関し必要があると認めるときは、第八条第

一項に規定する一般事業主に対して、報告を

求め、又は助言、指導若しくは勧告をするこ
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とができる。 
 

（権限の委任） 

第二十七条 第八条から第十二条まで及び前

条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労

働省令で定めるところにより、その一部を都

道府県労働局長に委任することができる。 
 

（政令への委任） 

第二十八条 この法律に定めるもののほか、こ

の法律の実施のため必要な事項は、政令で定

める。 
 

第六章 罰則 

第二十九条 第十二条第五項において準用す

る職業安定法第四十一条第二項の規定によ

る業務の停止の命令に違反して、労働者の募

集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万

円以下の罰金に処する。 

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者

は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金

に処する。 

一 第十八条第四項の規定に違反した者 

二 第二十四条の規定に違反した者 

第三十一条 次の各号のいずれかに該当する

者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰

金に処する。 

一 第十二条第四項の規定による届出をし

ないで、労働者の募集に従事した者 

二 第十二条第五項において準用する職業

安定法第三十七条第二項の規定による指

示に従わなかった者 

三 第十二条第五項において準用する職業

安定法第三十九条又は第四十条の規定に

違反した者 

第三十二条 次の各号のいずれかに該当する

者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項の規定に違反した者 

二 第十二条第五項において準用する職業

安定法第五十条第一項の規定による報告

をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十二条第五項において準用する職業

安定法第五十条第二項の規定による立入

り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、又は質問に対して答弁をせず、若し

くは虚偽の陳述をした者 

第三十三条 法人の代表者又は法人若しくは

人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、第二十九条、第三

十一条又は前条の違反行為をしたときは、行

為者を罰するほか、その法人又は人に対して

も、各本条の罰金刑を科する。 

第三十四条 第二十六条の規定による報告を

せず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円

以下の過料に処する。 
 

附 則 
 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第

二十八条を除く。）及び第六章（第三十条を

除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、

平成二十八年四月一日から施行する。 
 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一

日限り、その効力を失う。 

２ 第十八条第三項の規定による委託に係る

事務に従事していた者の当該事務に関して

知り得た秘密については、同条第四項の規定

（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定

にかかわらず、同項に規定する日後も、なお

その効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事

務に関して知り得た秘密については、第二十

四条の規定（同条に係る罰則を含む。）は、

第一項の規定にかかわらず、同項に規定する

日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰

則の適用については、この法律は、第一項の

規定にかかわらず、同項に規定する日後も、

なおその効力を有する。 
 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定す

るもののほか、この法律の施行に伴い必要な

経過措置は、政令で定める。 
 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過

した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法

律の規定について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 
 

（社会保険労務士法の一部改正） 

第五条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律
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第八十九号）の一部を次のように改正する。 

別表第一第二十号の二十五の次に次の一

号を加える。 

二十の二十六 女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律（平成二十七年法

律第六十四号） 
 

（内閣府設置法の一部改正） 

第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八

十九号）の一部を次のように改正する。 

附則第二条第二項の表に次のように加え

る。 

平成三十八年

三月三十一日 

女性の職業生活における

活躍の推進に関する基本

方針（女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する

法律（平成二十七年法律第

六十四号）第五条第一項に

規定するものをいう。）の

策定及び推進に関するこ

と。 

 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四

号） 抄 
 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に

一条を加える改正規定及び附則第三十五

条の規定 公布の日 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、

第五十八条第一項、第六十条の二第四項、

第七十六条第二項及び第七十九条の二並

びに附則第十一条の二第一項の改正規定

並びに同条第三項の改正規定（「百分の五

十を」を「百分の八十を」に改める部分に

限る。）、第四条の規定並びに第七条中育

児・介護休業法第五十三条第五項及び第六

項並びに第六十四条の改正規定並びに附

則第五条から第八条まで及び第十条の規

定、附則第十三条中国家公務員退職手当法

（昭和二十八年法律第百八十二号）第十条

第十項第五号の改正規定、附則第十四条第

二項及び第十七条の規定、附則第十八条

（次号に掲げる規定を除く。）の規定、附

則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等

に関する法律（昭和四十六年法律第六十八

号）第三十八条第三項の改正規定（「第四

条第八項」を「第四条第九項」に改める部

分に限る。）、附則第二十条中建設労働者の

雇用の改善等に関する法律（昭和五十一年

法律第三十三号）第三十条第一項の表第四

条第八項の項、第三十二条の十一から第三

十二条の十五まで、第三十二条の十六第一

項及び第五十一条の項及び第四十八条の

三及び第四十八条の四第一項の項の改正

規定、附則第二十一条、第二十二条、第二

十六条から第二十八条まで及び第三十二

条の規定並びに附則第三十三条（次号に掲

げる規定を除く。）の規定 平成三十年一

月一日 
 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲

げる規定にあっては、当該規定）の施行前に

した行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 
 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。 
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政治分野における男女共同参画の推進に関する法律 
（平成三十年五月二十三日法律第二十八号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、社会の対等な構成員であ

る男女が公選による公職又は内閣総理大臣そ

の他の国務大臣、内閣官房副長官、内閣総理大

臣補佐官、副大臣、大臣政務官若しくは大臣補

佐官若しくは副知事若しくは副市町村長の職

（次条において「公選による公職等」という。）

にある者として国又は地方公共団体における

政策の立案及び決定に共同して参画する機会

が確保されること（以下「政治分野における男

女共同参画」という。）が、その立案及び決定

において多様な国民の意見が的確に反映され

るために一層重要となることに鑑み、男女共同

参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）

の基本理念にのっとり、政治分野における男女

共同参画の推進について、その基本原則を定め、

並びに国及び地方公共団体の責務等を明らか

にするとともに、政治分野における男女共同参

画の推進に関する施策の基本となる事項を定

めることにより、政治分野における男女共同参

画を効果的かつ積極的に推進し、もって男女が

共同して参画する民主政治の発展に寄与する

ことを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 政治分野における男女共同参画の推

進は、衆議院議員、参議院議員及び地方公共団

体の議会の議員の選挙において、政党その他の

政治団体の候補者の選定の自由、候補者の立候

補の自由その他の政治活動の自由を確保しつ

つ、男女の候補者の数ができる限り均等となる

ことを目指して行われるものとする。 

２ 政治分野における男女共同参画の推進は、

自らの意思によって公選による公職等として

の活動に参画し、又は参画しようとする者に対

するこれらの者の間における交流の機会の積

極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別に

よる固定的な役割分担等を反映した社会にお

ける制度又は慣行が政治分野における男女共

同参画の推進に対して及ぼす影響に配慮して、

男女が、その性別にかかわりなく、その個性と

能力を十分に発揮できるようにすることを旨

として、行われなければならない。 

３ 政治分野における男女共同参画の推進は、

男女が、その性別にかかわりなく、相互の協力

と社会の支援の下に、公選による公職等として

の活動と家庭生活との円滑かつ継続的な両立

が可能となることを旨として、行われなければ

ならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める

政治分野における男女共同参画の推進につい

ての基本原則（次条において単に「基本原則」

という。）にのっとり、政党その他の政治団体

の政治活動の自由及び選挙の公正を確保しつ

つ、政治分野における男女共同参画の推進に関

して必要な施策を策定し、及びこれを実施する

よう努めるものとする。 

（政党その他の政治団体の努力） 

第四条 政党その他の政治団体は、基本原則に

のっとり、政治分野における男女共同参画の推

進に関し、当該政党その他の政治団体に所属す

る男女のそれぞれの公職の候補者の数につい

て目標を定める等、自主的に取り組むよう努め

るものとする。 

（実態の調査及び情報の収集等） 

第五条 国は、政治分野における男女共同参画

の推進に関する取組に資するよう、国内外にお

ける当該取組の状況に関する実態の調査並び

に当該取組に関する情報の収集、整理、分析及

び提供（次項及び第九条において「実態の調査

及び情報の収集等」という。）を行うものとす

る。 

２ 地方公共団体は、政治分野における男女共

同参画の推進に関する取組に資するよう、当該

地方公共団体における実態の調査及び情報の

収集等を行うよう努めるものとする。 

（啓発活動） 

第六条 国及び地方公共団体は、政治分野にお

ける男女共同参画の推進について、国民の関心

と理解を深めるとともに、必要な啓発活動を行

うよう努めるものとする。 

（環境整備） 

第七条 国及び地方公共団体は、政治分野にお

ける男女共同参画の推進に関する取組を積極

的に進めることができる環境の整備を行うよ

う努めるものとする。 
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（人材の育成等） 

第八条 国及び地方公共団体は、政治分野にお

ける男女共同参画が推進されるよう、人材の育

成及び活用に資する施策を講ずるよう努める

ものとする。 

（法制上の措置等） 

第九条 国は、実態の調査及び情報の収集等の

結果を踏まえ、必要があると認めるときは、政

治分野における男女共同参画の推進のために

必要な法制上又は財政上の措置その他の措置

を講ずるものとする。 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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２ 加東市男女共同参画プラン策定委員会設置要綱 

平成29年 4月 14日 

告示第78号 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第14条第３項の規定により、加東

市男女共同参画プラン（以下「プラン」という。）を策定するため、加東市男女共同参画プラン

策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、プランの策定に関する必要な事項について、調査審議する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員13人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 各種団体の代表者又はその団体が推薦した者 

（３） 公募による市民 

（４） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、プラン策定に関する調査審議が完了するまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選によるものとし、副委員長は委員長が指名する。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集する。ただし、委員長（その職務を代理する副委員長を含む。）

が定まっていないときは、市長が招集する。 

２ 会議の議長は、委員長がこれに当たる。 

３ 委員会の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところ

による。 

５ 委員長は、必要があると認めたときは、委員会の会議に委員以外の者の出席を求め、説明

又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、市民協働部人権協働課において処理する。 

（平30告示46・一部改正） 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成29年５月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日告示第46号） 

この告示は、平成30年４月１日から施行する。 
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３ 加東市男女共同参画プラン策定委員会委員名簿 

 

選出区分 氏 名 所属等 

学識経験者 ◎田端 和彦 兵庫大学副学長 

学識経験者 ○大東 太郎 西脇市教育委員会 人権教育課 人権教育指導員 

学識経験者 横山 由紀子 兵庫県立大学経営学部教授 

団体推薦者 茂木 美知子 
ＮＰＯ法人女性と子ども支援センター 

ウィメンズネット・こうべ 

団体推薦者 山口 廣子 社人権擁護委員協議会加東部会 

団体推薦者 小林 宮子 加東市商工会女性部 

団体推薦者 新海 恵里香 まちの拠点づくりコンソーシアム事務局 

団体推薦者 本庄 亜矢子 加東市子育てサークル代表 

団体推薦者 佐々木 望都 みのり農業協同組合青年部加東支部 

公募による市民 植田 真由子 公募による市民 

◎委員長 ○副委員長 

 

４ 第３次加東市男女共同参画プラン策定経過 

 

 年 月 日 会議名等 概 要 

2017（平成

29）年度 

6 月 29 日 
第１回加東市男女共同

参画プラン策定委員会 

・第３次プランの概要について 

・市民意識調査案の検討 

8 月 23 日～ 

9 月 15 日 

男女共同参画に関する

市民意識調査 

・市民 4,000 人を対象に意識調査を

実施 

・回収数 1,490 票（回収率 37.3％） 

3 月 20 日 
第２回加東市男女共同

参画プラン策定委員会 

・市民意識調査の結果報告 

・第３次プランの骨子案について検

討 

2018（平成

30）年度 

7 月 2 日 
第３回加東市男女共同

参画プラン策定委員会 

・第３次プランの基本課題及び施策

の基本的方向の検討 

10 月 1 日 
第４回加東市男女共同

参画プラン策定委員会 
・第３次プラン案の検討 

11 月 1 日 
第５回加東市男女共同

参画プラン策定委員会 
・第３次プラン案の検討 

12月11日～ 

1 月 9 日 

パブリックコメント実

施 

・「第３次加東市男女共同参画プラ

ン（案）」を公表し、市民意見を

募集 

1 月 29 日 
第６回加東市男女共同

参画プラン策定委員会 

・パブリックコメントの結果報告 

・第３次プラン案の検討 
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５ 用語解説 

 

【あ行】 

用  語 説  明 

アフタースクール事業 児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づき、保護者が就労等によ

り昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了

後等に小学校の余裕教室や児童館等を利用して、適切な遊びや生活

の場を提供することで健全な育成を図る事業です。 

育児・介護休業制度 育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律）において、育児または家族の介護を行

う労働者の仕事と家庭との両立が図られるよう定められています。 

ＳＮＳ（ソーシャル・

ネットワーキング・サー

ビス） 

登録された利用者同士が交流できるウェブサイトの会員制サービス

のことです。友人同士や、同じ趣味を持つ人同士が集まったり、近

隣地域の住民が集まったりと、ある程度閉ざされた世界にすること

で、密接な利用者間のコミュニケーションを可能にしています。 

ＮＰＯ 「Non Profit Organization」の略称で、様々な社会貢献活動を行い、

団体の構成員に対する収益配分を目的としない団体を言います。 

Ｍ字カーブ 女性の労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全

失業者）の割合）をグラフ化したときに現れる、アルファベットの

Ｍに似た形の曲線のことです。結婚・出産期に当たる年代に一旦仕

事を退職し、育児が落ち着いた時期に再就職をする人が多いという

ことを反映しており、日本人女性の就業状況の特徴を表す用語とし

ても定着しています。 

ＬＧＢＴ レズビアン（Lesbian：女性の同性愛者）、ゲイ（Gay：男性の同性愛

者）、バイセクシュアル（Bisexual：両性愛者）、トランスジェンダー

（Transgender：心と体の性が一致しない人）の英語の頭文字を表す

言葉です。すべての性的マイノリティを指す言葉ではないため、

「Asexual」(アセクシュアル、同性にも異性にも性的欲望を持たな

い人)の「Ａ」、「Intersex」(インターセックス、身体的に男女の区

別がつきにくい人)の「Ｉ」、「Questioning」（クエスチョニング、自

分の性別や性的指向に確信が持てない人）の「Ｑ」等、ＬＧＢＴ以

外のカテゴリーの性的マイノリティを表す単語の頭文字をＬＧＢＴ

につけることもあります。 

エンパワーメント（潜在

的能力の開発） 

「力をつけること」を意味します。一人ひとりが社会の一員として

自らの意識や知識を高めて政治的、経済的、社会的に影響を与え、

能力が発揮できる力を身につけていくことを言います。 
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【か行】 

用  語 説  明 

管理的職業従事者 管理職（課長職）以上の職種のことを言い、役職で言えば、工場長や

支配人、オーナーといった肩書きが付く役職を指します。経営により

近い場所に就き、経営方針に関する計画や決定、監督や統制を行いま

す。国・地方公共団体の各機関の公選された公務員も含まれます。 

キャリア教育 一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態

度を育てることを通して、しっかりした職業観等をもち、社会人・職

業人として自立することを教えます。 

ゲートキーパー 自殺の危険を示すサインに気づき、適切に対応（悩んでいる人に気づ

き、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）できる人

を言います。 

子ども・子育て関連３法 平成 24 年８月に成立した「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法

の一部改正」、「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正

法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の子ども・子育て関

連３法に基づく制度のことをいいます。「認定こども園、幼稚園、保育

所を通じた共通の給付と小規模保育等への給付の創設」、「認定こども

園制度の改善」、「地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実」が

ポイントとなっています。 

【さ行】 

用  語 説  明 

ジェンダー 生殖器等の違いから人を主に男性または女性に区別する生物学的な性

別である「セックス」に対し、社会的・文化的に形成された性別を「ジェ

ンダー」と言います。ジェンダーはセックスの「女らしさ」や「男ら

しさ」を規定する概念であり、固定的な性別役割分担意識や性差によ

る偏見、「こうあるべき」という社会的規範と本人の希望や指向等の不

一致による心理的葛藤や生きづらさにつながるものです。また、実際

にはセックスは必ずしも男女に二分されず多様性に富むものであり、

さらに、ジェンダーは時代、社会、文化によって異なる非普遍的なも

のです。 

ジェンダー・ギャップ指

数（Gender Gap Index：

ＧＧＩ） 

スイスのジュネーブに本部を置く民間団体「世界経済フォーラム」が、

経済、教育、政治、保健の４つの分野のデータを基に作成する指数で

あり、各国内の男女格差を数値化しランク化しており、０が完全不平

等、１が完全平等を意味しています。 

事業主行動計画 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成 27 年法律

第 64 号）に基づき、女性の職業生活における活躍を迅速かつ効果的に

進めるために事業主によって策定される計画のことで、雇用環境の整

備や、職業生活と家庭生活の両立に関する取組のさらなる推進、男女

を通じた働き方改革への取組、ハラスメントへの対策等に取り組むに

当たって、計画期間、目標、取組内容及び実施時期を定めるものです。 
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私事性的画像記録の提

供等による被害の防止

に関する法律（リベンジ

ポルノ防止法） 

離婚した元配偶者や別れた元交際相手が復讐を目的として、以前撮影

した相手の公開するつもりのない私的な性的画像を本人に無断でイン

ターネット上等に公開する行為を言う、いわゆる「リベンジポルノ」

を防止するための法律です。 

指導的地位 議会議員、法人・団体等における課長相当職以上の者、専門的・技術

的な職業のうち、特に専門性が高い職業に従事する人のことです。 

児童虐待 意図的に身体的・精神的苦痛を与える行為のことで、以下の４種類に

分類されます。 

○身体的虐待：殴る、蹴る、投げ落とす、激しく揺さぶる、やけどを

負わせる、溺れさせる、首を絞める、縄等により一室に拘束するなど 

○性 的 虐 待：子どもへの性的行為、性的行為を見せる、性器を触る

又は触らせる、ポルノグラフィの被写体にするなど 

○ネグレクト：家に閉じ込める、食事を与えない、ひどく不潔にする、

自動車の中に放置する、重い病気になっても病院に連れて行かないな

ど 

○心理的虐待：言葉による脅し、無視、きょうだい間での差別的扱い、

子どもの目の前で家族に対して暴力をふるう（ドメスティック・バイ

オレンス：ＤＶ）など 

また、世界保健機関（ＷＨＯ）は、商業的その他の搾取（児童労働や

児童売春等）を児童虐待の範疇に加えています。 

女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進法） 

自らの意思で職業生活を営もうとする女性が個性と能力を十分に発揮

できるよう、女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある

社会の実現を図るための法律です。 

ストーカー行為等の規

制等に関する法律（ス

トーカー規制法） 

「ストーカー行為」、「つきまとい等」を繰り返すストーカー行為者に

警告を与えるほか、悪質な場合は逮捕することで被害を受けている人

を守る法律です。 

○ストーカー行為：特定の人に対し「つきまとい等」を繰り返して行

うこと。 

○つきまとい等：特定の人に対する恋愛感情やその他の好意の感情、

またはそれが満たされなかったことに対する感情を満たす目的で、そ

の特定の人またはその家族等に対して行う行為のこと。 

性的マイノリティ 性別を「男」と「女」のどちらかに規定したり、異性愛が当たり前と

みなすような固定的な考えのもとで、性自認や性的指向を理由に差別

を受けたり、社会的に不利な立場にある人を言います。（ＬＧＢＴにつ

いての説明を参照） 

性と生殖に関する健康

と権利（リプロダクティ

ブ・ヘルス／ライツ） 

1994（平成６）年にカイロで開催された国際人口・開発会議において

提唱された概念で、生涯にわたって、避妊・妊娠・中絶・出産の過程

において、自ら、「いつ」「何人」「子どもを産むか生まないか」を決定

する権利のことです。安全で満足のいく性生活、安全な妊娠・出産、

子どもが健康に生まれ育つこと等も含まれます。 
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性別役割分担意識 男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分ける意識のこ

とです。「男は仕事、女は家庭」等は、固定的な考え方により、男性・

女性の役割を決めている例です。 

積極的改善措置（ポジ

ティブ・アクション） 

様々な分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改善する

ため、必要な範囲において男女のいずれか一方に対し、その機会を積

極的に提案することを言います。具体的には、女性の参画比率につい

ての目標設定や男女の参画比率が偏ることがないようにすることがあ

ります。 

絶対人権感覚 「絶対音感」のように、自然に偏見や差別意識に気づくことができる

人権感覚（教育学者の鈴木正幸氏が提唱された幼児期からの人権教育

理論より）のことです。 

【た行】 

用  語 説  明 

ダイバーシティ 直訳すると「多様性」のことであり、主に職場において、一人ひとり

が持つ人種や性別、年齢、信仰等の違いを受け入れ、それぞれを価値

として活かすことで、企業の競争力につなげる考え方として使われて

います。社会においては、セクシュアリティや障害の有無等、一人ひ

とりの違いを認め合い、また、それぞれの生き方を受容して互いに尊

重し合って共生することを意味します。 

男女雇用機会均等法 1986（平成 61）年に施行された「雇用の分野における男女の均等な機

会及び待遇の確保等に関する法律」の略称で、求人の募集・採用、従

業員の配置、昇進、福利厚生、定年・退職等に関する男女の差別をな

くすことが定められています。 

デートＤＶ ＤＶ（「ドメスティック・バイオレンス」を参照）のうち、交際相手等、

婚姻関係にないカップルの間で起こる暴力のこと。 

ドメスティック・バイオ

レンス 

（Domestic Violence:ＤＶ） 

配偶者や交際相手等の親しい関係にある者から受ける暴力のことで、

以下の行為があります。 

○身体的暴力：殴る、蹴る、たたく、物を投げつける、押さえつける

など 

○性 的 暴 力：性行為を無理強いする、避妊に協力しない、ポルノビ

デオを無理に見せるなど 

○精神的暴力：バカにする、脅す、何を言っても無視するなど 

○社会的暴力：つきあいを制限する、電話やメールをチェックするな

ど（社会的に隔離し、孤立させる行為） 

○経済的暴力：生活費を渡さない、仕事をさせない、収入を取り上げ

るなど 
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【は行】 

用  語 説  明 

配偶者からの暴力及び

被害者の保護等に関す

る法律（ＤＶ防止法） 

配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備

し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的とす

る法律です。「配偶者」には婚姻の届出をしていない「事実婚」を含み

ますが、2013（平成 25）年の改正により、生活の本拠を共にする交際

相手もこの法律の保護の対象となりました。 

配偶者暴力相談支援セ

ンター 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、相談や相談機関の

紹介、カウンセリング、被害者等の安全の確保及び一時保護、被害者

の自立生活促進・保護命令制度・保護施設利用等の援助を行います。 

フレックスタイム制 変形労働時間制の一つで、一定期間の総労働時間を定め、その範囲内

で出勤時間や退社時間を自由に選択できる制度のことです。 

保護命令制度 被害者から申し立てを受けた地方裁判所が、配偶者等からの身体に対

する暴力により、被害者の生命または身体に重大な危害を受けるおそ

れが大きいと認めたとき、当該配偶者等に保護命令を発令する制度で

す。保護命令には、被害者等への接近禁止命令、被害者への電話等禁

止命令、退去命令があります。 

【ま行】 

用  語 説  明 

メディア 情報を人々に伝える機関や事業、システム等のことで、新聞や雑誌、

テレビ、ラジオ、インターネット、Ｗｅｂサイト等があります。 

【や行】 

用  語 説  明 

要保護児童対策地域協

議会 

虐待を受けた児童だけでなく、非行児童、障害を持つ児童等の要保護

児童を早期発見・早期対応することを目的に設置された市が運営する

機関です。こども家庭センター（児童相談所）や警察、保育園、学校

等の関係機関が、子どもや家庭に関する情報を共有して、支援内容を

協議し、連携して支援しています。 

【わ行】 

用  語 説  明 

ワーク・ライフ・バラン

ス 

「仕事と生活の調和」のことです。一人ひとりが、それぞれの人生の

段階（ライフステージ）の状況に応じて、自らの希望するバランスで

様々な活動に関わりながら暮らすことができる状態を言います。 
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